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「生活保護法の一部を改正する法律案」に反対する会長声明 

 

１ 本年５月１７日、政府は、「生活保護法の一部を改正する法律案」（以下、

「改正案」という。）を閣議決定した。 

 この改正案には、憲法２５条による生存権保障に鑑み、主に以下の２点に

おいて特に看過しがたい問題がある。一つは、保護開始申請における申請書

提出及び書類の添付の義務付けの問題であり、もう一つは、保護開始時ある

いはそれ以降の保護実施機関から扶養義務者への通知・調査の問題である。 

２ まず、改正案２４条１項は、保護の開始の申請にあたっては、「要保護者

の資産及び収入の状況」その他「厚生労働省令で定める事項」を記載した

申請書を提出しなければならないとし、同条２項は、申請書には保護の要

否判定に必要な「厚生労働省令で定める書類を添付しなければならない」

としている。 

 しかし、要保護者に対しては生存権保障の見地から迅速な保護開始決定が

強く要請されるのであり、生活保護窓口における申請の段階においては簡便

さが強く求められる。 

 現行生活保護法２４条１項は、保護の申請を書面による要式行為とせず、

かつ、保護の要否判定に必要な書類の添付を申請の要件としていない。また、

裁判例では口頭による保護申請も認められている（大阪高裁平成１３年１０

月１９日判決・裁判所ウェブサイト、さいたま地裁平成２５年２月２０日判

決・裁判所ウェブサイトなど）。実務の運用においても、厚生労働省は、保

護を利用したいという意思の確認ができれば申請があったものとして取り

扱い、実施機関の責任において必要な調査を行い、保護の要否の決定をなす

べきものとしている。 

 このような、生活保護の申請について添付書類等を要しないとする現行生

活保護法の取扱いは、生存の危機における保護の遅延は、国民の生命身体に
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対し取り返しのつかないダメージを与えかねないという事実認識に基づい

ている。現に貧困その他の事情により生存を脅かされている状況にある国民

に対し、即時に最低限度の生活を保障して生存の危機から離脱させることは、

憲法２５条による生存権保障の中核的要素の一つであり、生活保護申請にあ

たっては申請の意思表示のみで足り、何らの添付書類も必要とされないとい

う現行生活保護法の取扱いは、この憲法の精神を体現したものである。 

 改正案では、申請書に必要事項の記載や書類の添付を要する旨が強調され

ており、記載事項や添付書類の不備に藉口した申請の不受理を招く懸念があ

る。また、困窮した要保護者に申請段階で過度の負担を課すことで申請を断

念してしまう事態を招きかねない。実際に、生活保護の窓口においては、今

なお生活保護申請を事実上受領しない「水際作戦」と呼ばれる違法な扱いが

散見されているが、改正案はかかる「水際作戦」を合法化しようとするもの

であって、憲法２５条による生存権保障の趣旨に反している。 

３ また、改正案２４条８項は、保護の実施機関に対し、保護開始の決定を

しようとするときは、あらかじめ、要保護者の扶養義務者に対して、厚生

労働省令で定める事項を通知することを義務付けている。それだけでなく、

改正案２８条２項は、保護実施機関は、保護開始後も扶養義務者に随時調

査を行うことができると定めている。 

このような改正案による扶養義務者に対する通知・調査の制度の新設は、

本来生活保護が必要な状況にある国民に対し、親族間の軋轢やスティグマ

（恥の烙印）を恐れて保護申請を断念させるという弊害をもたらす危険性が

高い。生活保護制度の利用資格がある者のうち、実際に生活保護を利用して

いる者の割合（捕捉率）は、２割程度であると言われており、このように現

状においても高いとは言えない補足率をさらに低下させ、一層生活保護の申

請を委縮させる危険性がある改正案は、憲法２５条による生存権保障の観点

からは、到底容認することはできない。 
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４ 生活保護制度は、生存権保障のための最後のセーフティーネットである。

格差と貧困が深刻な社会問題となっているわが国において餓死・孤立死・

自死や貧困を背景とする犯罪や虐待などの悲劇を防ぐために、生活保護な

ど社会保障制度が果たすべき役割はますます拡大している。 

改正案は、経済的困窮者を生活保護の利用から締め出すものであり、憲法

２５条による生存権保障の観点から到底容認できない。 

よって、当会は、改正案の見直しを強く求める。 

 

２０１３年（平成２５年）５月２３日 
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